
（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 9,296 123,808

経常収益 16,345,403 7,167,495

5,959,776 5,959,776

1,236,856 1,207,719

16,336,107 7,043,687
16,313,364 7,022,110

うち人件費 991,552 871,215
22,743 21,577

うち管理費 9,548 9,373
当期経常外増減額 -250 -250

0 0
250 250

2,734 0
6,312 123,559

8 0

21,173,888

当期増加額 2,769,397

90,166

当期減少額 -947,958

22,995,328

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）
競争契約 委託 株式会社パソナ 718,393,896
競争契約 委託 パーソルテンプスタッフ株式会社 544,500,000
競争契約 委託 株式会社パソナ 332,581,203
競争契約 委託 アデコ株式会社 304,700,000
特定契約 委託 パーソルテンプスタッフ株式会社 288,970,000
競争契約 委託 パーソルテンプスタッフ株式会社 203,834,999
競争契約 委託 アデコ株式会社 154,713,900
競争契約 委託 株式会社学情 145,571,250
競争契約 委託 光管財株式会社 138,251,960
競争契約 委託 株式会社パソナ 133,530,999
特定契約 委託 凸版印刷株式会社 132,372,240
特定契約 委託 社会福祉法人東京都手をつなぐ育成会 111,049,000
競争契約 委託 光管財株式会社 90,079,000
競争契約 委託 アデコ株式会社 77,319,000
競争契約 委託 株式会社シグマスタッフ 73,056,332
特定契約 委託 株式会社エイジェック 70,840,000
競争契約 委託 社会福祉法人東京都手をつなぐ育成会 68,508,612
特定契約 委託 アデコ株式会社 63,646,000
特定契約 委託 アデコ株式会社 54,246,500
特定契約 委託 アデコ株式会社 53,833,692
特定契約 委託 株式会社パソナ 50,915,000
特定契約 委託 パーソルテンプスタッフ株式会社 49,480,000
特定契約 委託 株式会社パソナ 47,500,000
特定契約 委託 アデコ株式会社 46,255,000
競争契約 委託 株式会社エイジェック 41,205,824
競争契約 委託 株式会社パソナ 38,280,000
競争契約 委託 パーソルテンプスタッフ株式会社 32,362,000
特定契約 委託 アデコ株式会社 32,032,000
競争契約 委託 公益社団法人長寿社会文化協会 23,012,660
競争契約 委託 一般社団法人中高年齢者雇用福祉協会 22,793,815

脱炭素社会の実現に向けた人材確保・就職促進事業の業務委託

「令和４年度東京都しごとセンター女性再就職支援事業に係る業務委託」における会場等借上げ業務の委託（概算契約）

令和４年度東京都しごとセンター若年者就業支援事業における外部施設借上げ及び支払いの業務委託（概算契約）

「令和４年度東京都しごとセンター中高年者雇用就業支援事業に係る業務委託」における会場等借上げ業務の委託（概算契約）

令和４年度LINE相談及び電話を用いた就職よろず相談事業の業務委託

No.

うち 都からの補助金等

観光関連産業の需要回復に向けた人材確保支援事業の実施

令和４年度業界連携再就職支援事業に係る業務委託

令和４年度ミドル版ワークスタート支援プログラム事業に係る業務委託

令和４年度ものづくり産業人材確保支援事業に係る労働者派遣賃金等支払い業務委託（単価契約）

令和４年度生涯現役社会推進事業に係る業務委託

うち 都からの補助金等

管理費

経常外収益
経常外費用

経常費用

資産（期末残高）

当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

契約件名

令和４年度就業支援総合セミナー事業に係る業務委託

令和５年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

備考

１　事業（施設）名

２　事業（施設）概要

３　収支状況（単位：千円）

働く意欲のある都民への雇用就業相談、講習、能力開発支援、高年齢者のいきがい・社会
参加支援、並びに事業主に対する人材の確保・育成、雇用環境の整備の支援

【本事業に含まれる都からの補助金等】
⑩公益財団法人東京しごと財団補助金

雇用就業・いきがい就労支援事業

【本事業に含まれる都からの特命随意契約等】
①東京都しごとセンターの管理運営に関する基本協定
②障害者の多様なニーズに対応した委託訓練事業
③「中小企業障害者雇用応援連携事業」運営業務委託
④「企業による保育施設設置支援事業」実施委託
⑤「デジタル人材確保・就業促進支援事業」」実施運営等業務委託
⑥「ものづくり産業人材確保支援事業」実施運営等業務委託
⑦「感染症･ウクライナ情勢に伴う離職者等の人材マッチング支援事業」運営業務委託
⑧「脱炭素社会の実現に向けた人材確保支援事業・就職促進事業」実施運営等業務委託
⑨「観光関連産業の需要回復に向けた人材確保支援事業」運営業務委託

収支

団体　計

【都との特命随意契約等の概要】
①指定管理者として、東京都や国などの関係機関との連携による総合的な就業支援並びに各年齢
層の求職者を対象とした就業相談やｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ等雇用就業に関する一体的なサービスの実施
②民間機関等を活用した障害者への多様なニーズに対応した委託訓練の実施
③都・国（東京労働局、ハローワーク）、都内の障害者就業に関する支援機関との連携による雇用率
未達成企業への訪問、障害者雇用に関する情報提供、相談対応、求人開拓等の実施
④相談窓口やセミナー、見学会等により企業による保育施設設置の普及啓発を実施
⑤デジタル産業に特化したマッチングイベントを開催しデジタル分野への人材シフト展開を実施
⑥人手不足が見込まれるものづくり産業において、地域の経済団体等と関係を築き、求人の開拓を
実施
⑦ウクライナ情勢による原油価格・物価高騰等やコロナ禍による離職者と人材確保意欲の高いＩＴ等
の成長産業に属する企業のマッチング機会の提供を実施
⑧脱炭素化が加速する中で、環境産業分野に力を入れる企業を中心に人材シフト展開を実施
⑨コロナ禍により、人材が流出し、人手不足が深刻化している観光産業に緊急のマッチングイベント
を実施

【都からの交付を受けた補助金等に係る事業の概要】
⑩区市町村ごとに設置されたシルバー人材センターの支援等により、高齢者の就労を通じ
たいきがい・社会参加の促進並びに障害者の一般就業に向けた普及啓発、職場体験実
習、東京ジョブコーチによる職場定着支援などの障害者雇用就業総合推進事業の実施

うち 都からの委託料

項目

法人税等（再掲）

事業費

19
20
21
22

27
28

25
26

23
24

29
30

1
2

7
8

11

9
10

5
6

3
4

18

15
16
17

12
13
14

令和４年度東京都しごとセンター中高年者雇用就業支援事業に係る業務委託

令和４年度東京都しごとセンター若年者就業支援事業業務委託

令和４年度東京都しごとセンター女性再就職支援事業に係る業務委託

デジタル・ビジネススキル習得支援事業に係る業務委託

令和４年度下半期東京都しごとセンター多摩雇用就業支援事業の業務委託

令和４年度　「シニア応援キャラバン」及び「早期再就職緊急支援事業」に係る業務委託

令和４年度ものづくり産業人材確保支援事業に係る業務委託

デジタル人材確保・就職促進事業に係る業務委託

令和４年度　東京しごとセンター建物等警備・総合案内及び設備保守業務委託

女性しごと応援キャラバン事業に係る業務委託

令和４年度TOKYOシェアオフィス墨田（仮称）管理運営等業務委託

「令和４年度　東京ジョブコーチ職場定着支援事業」に係る報酬及び遠隔地加算報酬支払いの業務委託（複数単価契約）

令和４年度立川駅南口 東京都・立川市合同施設（仮称）建物等警備・受付案内及び設備保守業務委託

感染症・ウクライナ情勢に伴う離職者等の人材マッチング支援事業の業務委託

ローコードによるアプリ作成スキル習得支援事業の業務委託

令和４年度長期失業者等に向けたフォローアップ支援に係る専用アプリの開発業務委託

令和４年度東京都しごとセンター就労困難者特別支援事業に係る業務委託

「令和４年度業界連携再就職支援事業に係る業務委託」における会場等借上げ及び物品調達業務の委託（概算契約）

「令和４年度東京ジョブコーチ職場定着支援事業」の業務委託



（様式１－１）

競争契約 委託 パーソルテンプスタッフ株式会社 22,638,000
競争契約 委託 株式会社綜合キャリアオプション 21,769,077
競争契約 委託 認定特定非営利活動法人育て上げネット 20,700,000
特定契約 委託 医療法人社団こころとからだの元氣プラザ 20,337,405
競争契約 委託 株式会社エヌ・ティ・ティ・アド 19,998,000
独占契約 - 東京ガス株式会社 19,626,371
競争契約 委託 有限会社スポーツ・ファンダメンタルズ 18,370,000
競争契約 委託 NTT・TCリース株式会社 17,740,800
特定契約 委託 サークレイス株式会社 17,149,440
競争契約 委託 株式会社東興社 16,999,950
競争契約 委託 株式会社パソナフォスター 16,155,546
特定契約 委託 株式会社パソナ 15,847,400
競争契約 委託 株式会社京成エージェンシー 15,142,600
特定契約 委託 社会福祉法人東京都手をつなぐ育成会 14,169,132
特定契約 委託 株式会社パーソルテンプ 13,926,000
競争契約 委託 株式会社スタッフサービス 13,333,399
競争契約 委託 株式会社ジェイブリーズ 12,540,000
特定契約 委託 NRI社会情報システム株式会社 12,536,760
特定契約 委託 公益財団法人東京都道路整備保全公社 11,412,643
特定契約 委託 株式会社ジリオン浜松 11,013,929
特定契約 委託 岡部公認会計士事務所　公認会計士　岡部　雅人 10,450,000
競争契約 委託 株式会社文協 10,332,000
競争契約 委託 パーソルテンプスタッフ株式会社 9,759,492
独占契約 - 東京都水道局 9,567,189
特定契約 委託 株式会社パソナ 9,859,700
特定契約 委託 株式会社パソナ 9,471,000
特定契約 委託 住友不動産株式会社 9,370,680
競争契約 賃借 NTT・TCリース株式会社 9,092,160
競争契約 賃借 富士フイルムビジネスイノベーションジャパン株式会社 8,500,800
特定契約 委託 株式会社ワンビシアーカイブス 8,492,000
特定契約 - ＮＴＴファイナンス株式会社 8,252,382
特定契約 委託 株式会社ニューハウジング 7,962,600
競争契約 委託 株式会社明日香 7,445,900
競争契約 賃借 NTT・TCリース株式会社 6,684,480
特定契約 委託 綜合警備保障株式会社 6,652,800
競争契約 委託 株式会社サービスエース 6,600,000
競争契約 委託 株式会社ツナググループHC 6,490,000
特定契約 - 東日本電信電話株式会社 6,242,072
競争契約 委託 株式会社イーダブリュエムジャパン 6,215,000
特定契約 委託 株式会社日立ビルシステム 5,920,200
特定契約 委託 特定非営利活動法人WEL'S 5,905,900
特定契約 委託 特定非営利活動法人わかくさ福祉会 5,808,000
特定契約 委託 株式会社パソナ 5,793,062
特定契約 委託 社会福祉法人JHC板橋会 5,770,344
特定契約 委託 特定非営利活動法人青少年自立援助センター 5,650,997
競争契約 委託 株式会社スタッフサービス 5,586,886
競争契約 賃借 NTT・TCリース株式会社 5,570,400
特定契約 委託 株式会社長谷工コミュニティ 5,566,000
特定契約 委託 特定非営利活動法人まひろ 5,550,000
特定契約 委託 社会福祉法人多摩棕櫚亭協会 5,550,000
特定契約 工事 株式会社ニューハウジング 5,484,600
競争契約 委託 株式会社スタッフサービス 5,469,750
特定契約 委託 株式会社イーダブリュエムジャパン 5,353,876
競争契約 賃借 株式会社ステージ 5,165,535
競争契約 賃借 東京センチュリー株式会社 5,093,088
特定契約 委託 ＮＥＣネクサソリューションズ株式会社 4,919,200
競争契約 賃借 日通リース＆ファイナンス株式会社東京支店 4,884,000
競争契約 委託 株式会社帝国データバンク 4,670,721
特定契約 委託 株式会社イーダブリュエムジャパン 4,347,200
競争契約 委託 パーソルテンプスタッフ株式会社 4,200,273
競争契約 委託 株式会社ファインデックス 4,146,340
競争契約 委託 株式会社ロジクエスト 4,131,600
競争契約 賃借 株式会社ステージ 4,100,757
競争契約 賃借 NTT・TCリース株式会社 4,019,400
特定契約 委託 公益社団法人町田市シルバー人材センター 3,916,330
特定契約 委託 株式会社イーダブリュエムジャパン 3,893,230
競争契約 委託 NTT・TCリース株式会社 3,838,560
特定契約 委託 アマノ株式会社 3,765,960
競争契約 委託 アデコ株式会社 3,728,445
競争契約 委託 三東運輸株式会社 3,727,900
競争契約 賃借 NTT・TCリース株式会社 3,556,740
特定契約 委託 光管財株式会社 3,504,600
競争契約 賃借 NTT・TCリース株式会社 3,405,600
競争契約 賃借 NTT・TCリース株式会社 3,236,640
特定契約 委託 サークレイス株式会社 3,190,000
競争契約 賃借 富士テレコム株式会社 3,168,000
特定契約 委託 公益社団法人八王子市シルバー人材センター 3,142,744
特定契約 工事 株式会社ミスター・クリーン 2,965,435
競争契約 委託 株式会社JPキャリアコンサルティング 2,965,150
競争契約 委託 株式会社ジャンボ 2,963,458
競争契約 賃借 NTT・TCリース株式会社 2,930,400
特定契約 委託 檜垣総合法律事務所 2,813,580
競争契約 委託 パーソルテンプスタッフ株式会社 2,649,840
特定契約 委託 株式会社パソナフォスター 2,640,000
競争契約 委託 株式会社マイナビサポート 2,629,330
特定契約 委託 NECネクサソリューションズ株式会社 2,464,000
特定契約 委託 パーソルテンプスタッフ株式会社 2,268,950
特定契約 委託 株式会社パソナ 2,266,000
特定契約 委託 株式会社アイネット 2,003,760
特定契約 委託 株式会社パソナ 1,765,302
特定契約 委託 永井寛章税理士事務所 1,694,000
特定契約 委託 パーソルテンプスタッフ株式会社 1,683,000
特定契約 委託 労働保険事務組合　東京経営福祉協会 1,518,000
特定契約 委託 公益社団法人青梅市シルバー人材センター 1,410,860
特定契約 委託 株式会社NXワンビシアーカイブズ 1,298,000
特定契約 委託 公益社団法人あきる野市シルバー人材センター 1,270,933
特定契約 委託 パーソルテンプスタッフ株式会社 1,270,500
特定契約 委託 公益社団法人武蔵野市シルバー人材センター 1,222,997
特定契約 委託 公益社団法人三鷹市シルバー人材センター 1,198,120
特定契約 委託 公益社団法人西東京市シルバー人材センター 1,124,244
特定契約 委託 公益社団法人日野市シルバー人材センター 1,017,500

36 ガス需給契約

54 上下水道

68 電話・通信

61 電話・通信
文書保管及び廃棄業務の委託（複数単価契約）

令和４年度「ニチレイ水道橋ビル」の清掃委託

令和５年度用交通災害共済パンフレット配布業務（日野市）

経理係における証ひょう等保管・機密抹消処理業務の委託（複数単価契約）

令和５年度用交通災害共済パンフレット配布業務（あきる野市）

令和4年度上半期 「東京都しごとセンター多摩　女性再就職支援事業の業務委託」における 謝礼支払業務の委託（単価契約）

令和５年度用交通災害共済パンフレット配布業務（武蔵野市）

令和５年度用交通災害共済パンフレット配布業務（三鷹市）

令和５年度用交通災害共済パンフレット配布業務（西東京市）

しごと検索システムの運用に係るデータベースサーバ等の利用及び専用回線等の運用管理契約

東京しごとセンター大規模改修に伴うカウンセリングブース等のネットワーク環境の移設委託

決算書及び税務申告、並びに定期提出書類作成に係る業務委託

「令和４年度下半期東京都しごとセンター多摩雇用就業支援事業の業務委託」に係る謝礼支払業務（女性再就職支援事業）の委託（単価契約）

令和４年度　労働保険事務処理委託（概算契約）

令和５年度用交通災害共済パンフレット配布業務（青梅市）

障害者就業支援課企画普及係における労働者派遣の活用（複数単価契約）

令和４年度企業による保育施設設置支援事業における外部施設借り上げ費等支払い業務委託（概算契約）

令和４年度　機関紙「いんくる」の作成及び発送（複数単価契約）

令和4年度「高齢者就業情報システム」の保守委託

東京しごとセンター大規模改修に伴うカウンセリングブース等のネットワーク環境の移設委託

「令和４年度東京都しごとセンター中高年者雇用就業支援事業に係る業務委託」に係る謝礼支払業務（就活エクスプレス及びキャリアチェンジ支援）の委託（単価契約）

令和５年度用交通災害共済パンフレット配布業務（八王子市）

オリンピック第３ビル２階205号室原状回復工事

障害者就業支援課コーディネート事業係における労働者派遣（複数単価契約）

東京しごとセンター及び東京しごとセンター多摩利用者満足度調査に係る業務委託

総務課事務用ノートパソコン（ノートPC8台）の借入

令和４年度シルバー人材センター事業運営に関する法律相談業委託

総合支援部障害者就業支援課事務用ＰＣ（ノート型ＰＣ９台・デスクトップ方ＰＣ３台）の借入（委託訓練推進班使用分）

中水処理室の雑排水槽撤去に関わる作業委託

東京都しごとセンター事業に供する「しごとセンターシステム28」データダウンロード用ノート型パーソナルコンンピュータおよび出力用レーザープリンタの賃貸借契約（財務規程第45条に基づく長期継続契約）

しごとセンター多摩職員事務用パーソナルコンピュータの借入

しごとセンターシステム28の改修委託
しごとセンター多摩　職員事務用パーソナルコンピュータ（10台）の借入(財務規程第45条に基づく長期継続契約)

令和５年度用交通災害共済パンフレット配布業務（町田市）

障害者就業支援課ホームページ電子受付システム保守委託契約

しごとセンター多摩　情報コーナー用パーソナルコンピュータ等の借入

令和４年度　勤怠管理システムの利用及び保守委託（概算契約）

契約等事務処理に係る労働者派遣（複数単価契約）

令和４年度　東京しごとセンターゴミ処理作業委託（複数単価契約）

東京しごとセンターホームページ「シニアコーナー特設サイト設置」の改修業務の委託

雇用環境整備課育児休業促進支援担当係に係る労働者派遣の活用（複数単価契約）

文書管理システムの構築及び運用業務の委託

東京しごと財団各事務所間の書類等運搬業務の委託（複数単価契約）

シルバー人材センター課事務用パソコン22台の賃借契約

東京都しごとセンター課事業に供する履歴書・職務経歴書作成用パソコン等の借入

しごとセンターホームページの保守委託（令和４年度）

総合支援部障害者就業支援課事務用ＰＣ（ノート型ＰＣ２２台）の借入（企画普及係・コーディネート事業係・雇用促進係使用）

タブレット型ＰＣの借入
ハローワークシステム改修に伴う高齢者就業情報システム処理等に係る改修委託

東京しごとセンター事業に供する高速カラープリンタの借入

令和４年度　高年齢者採用に関する電話調査業務委託

東京しごとセンター事業における職員用事務機器の借入

令和４年度55歳以上の方のための就職支援講習「マンション管理員」講習の実施に係る会場借り上げ（複数単価契約）

「令和４年度中小企業障害者雇用応援連携事業」個別企業支援業務の委託 (まひろ)

「令和４年度中小企業障害者雇用応援連携事業」個別企業支援業務の委託 (多摩棕櫚亭)

令和４年度　東京しごとセンタービル大規模改修に伴う外部移転先「ニチレイ水道橋ビル４階」の工事

テレワーク関連助成金業務（データ管理）に係る労働者派遣の活用（複数単価契約）

「令和４年度中小企業障害者雇用応援連携事業」個別企業支援業務の委託 (WEL'S)

「令和４年度中小企業障害者雇用応援連携事業」個別企業支援業務の委託 (わかくさ福祉会)

東京しごとセンター大規模改修に伴うカウンセリングブース等のネットワーク環境の移設委託

「令和４年度中小企業障害者雇用応援連携事業」個別企業支援業務の委託 (JHC板橋会)

「令和４年度中小企業障害者雇用応援連携事業」個別企業支援業務の委託 (青少年)

令和４年度給与等事務処理に係る人材派遣契約（令和４年６月～令和５年３月）

令和４年度　東京しごとセンター 昇降機保守業務委託

テレワーク促進・働く女性応援等事業における事務用PC(22台)の借入

立川駅南口 東京都・立川市合同施設（仮称）機械警備システムの運用・保守

令和4年度下半期　立川駅南口 東京都・立川市合同施設　清掃業務委託

令和４年度業界連携再就職支援事業オンライン広報の実施

令和４年度シニアコーナーオンライン広報の実施

「令和４年度女性しごと応援キャラバン事業に係る業務委託」における託児サービスの委託（概算契約）

「令和４年度東京都しごとセンター女性再就職支援事業に係る業務委託」における謝礼支払い業務の委託（単価契約）

令和４年度雇用環境整備課の執務室における清掃業務委託

総務課事務用ノートパソコン（29台）の借入

フルカラー複合機の借り入れ（複数単価契約）

令和４年度東京しごとセンター託児室運営委託契約

令和４年度新連合システムに関する契約（概算契約）

令和４年度　東京しごとセンター業務用駐車場管理運営委託

令和４年度情報システム運用等に係る人材派遣契約（複数単価契約）

令和４年度に係る公益財団法人東京しごと財団における会計監査人監査業務委託（単価契約）

令和４年度「働くパパママ育休取得応援奨励金（パパと協力！ママコース）」及び「介護休業取得応援奨励金」の車内広告業務委託

総務（契約・会計）事務処理に係る労働者派遣（複数単価契約）

令和４年度ミドル版ワークスタート支援プログラム事業における外部施設借上げ費支払いの業務委託（概算契約）

令和４年度働くパパママ育休取得応援事業及び介護休業取得応援事業に係る広報業務の委託

「令和４年度　東京ジョブコーチ職場定着支援事業」に係る事務局用施設借上げ費支払業務（概算契約）

原油価格高騰等に係るオンライン就職支援業務委託

令和４年度給与等事務処理に係る人材派遣契約（令和４年４月～令和５年３月）（複数単価契約）

令和４年度パソコン講座の運営委託

令和４年度シニアコーナー広報ＰＲの実施

令和４年度　東京しごとセンター　建物等清掃業務委託

しごとセンター課事務用パソコンの借入
令和４年度しごとセンターシステムにおけるサブスクリプションサービスの利用申込

令和４年度　これからシルバー応援FESTA事業　業務委託

令和４年度「企業による保育施設設置支援事業」の業務委託

令和４年度健康診断の実施委託(複数単価契約）

令和4年度上半期東京都しごとセンター多摩における雇用就業支援等の業務委託

雇用環境整備課事業に係る労働者派遣（複数単価契約）

令和４年度就活アプローチ事業に係る業務委託
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（様式１－１）

特定契約 委託 中川潤法律事務所 990,000
特定契約 委託 株式会社アイネット 979,000
特定契約 委託 株式会社ディスコ 978,550
特定契約 委託 株式会社ディスコ 978,550
特定契約 工事 住友不動産株式会社 963,820
特定契約 賃借 テクノレント株式会社 945,120
特定契約 賃借 テクノレント株式会社 945,120
特定契約 委託 Be Ambitious社会保険労務士法人 937,860
特定契約 委託 大光監査法人 937,860
特定契約 委託 株式会社パソナ 924,000
特定契約 賃借 NTT・TCリース株式会社 924,000
特定契約 委託 公益社団法人立川子市シルバー人材センター 887,392
特定契約 委託 株式会社ジリオン浜松 880,000
特定契約 委託 檜垣総合法律事務所　弁護士檜垣直人 880,000
特定契約 委託 永井寛章税理士事務所 874,500
特定契約 委託 公益社団法人小平市シルバー人材センター 851,796
特定契約 委託 公益社団法人小金井市シルバー人材センター 830,115
特定契約 委託 株式会社キョウエイアドインターナショナル 797,500
特定契約 委託 公益社団法人東村山市シルバー人材センター 774,114
特定契約 委託 公益社団法人国分寺市シルバー人材センター 737,000
特定契約 賃借 富士フイルムビジネスイノベーションジャパン株式会社 718,080
特定契約 委託 伊東産業有限会社 717,602
特定契約 委託 一般社団法人中高年齢者雇用福祉協会 715,000
特定契約 委託 東京商工会議所 715,000
特定契約 委託 東京商工会議所 715,000
特定契約 賃借 テクノレント株式会社 708,840
特定契約 - エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 667,239
特定契約 委託 NRI社会情報システム株式会社 660,000
特定契約 委託 永井寛章税理士事務所 660,000
特定契約 工事 光管財株式会社 616,220
特定契約 委託 ＮＲＩ社会情報システム株式会社 610,500
特定契約 委託 株式会社パーソル総合研究所 605,000
特定契約 工事 光管財株式会社 602,800
特定契約 委託 東亜物流株式会社 597,861
特定契約 賃借 富士フイルムビジネスイノベーションジャパン株式会社 592,680
特定契約 委託 公益社団法人昭島市シルバー人材センター 584,859
特定契約 委託 公益社団法人武蔵村山市シルバー人材センター 577,170
特定契約 委託 NECネクサソリューションズ株式会社 572,000
特定契約 委託 株式会社大塚商会 565,840
特定契約 工事 住友不動産株式会社 550,000
特定契約 委託 株式会社大塚商会 542,520
特定契約 委託 株式会社イーダブリュエムジャパン 511,500
特定契約 賃借 富士フィルムビジネスイノベーションジャパン株式会社 505,296
特定契約 委託 林業・木材製造業労働災害防止協会 440,000
特定契約 賃借 NTT・TCリース株式会社 426,580
特定契約 賃借 テクノレント株式会社 406,560
特定契約 委託 パーソルテンプスタッフ株式会社 385,000
特定契約 委託 パーソルテンプスタッフ株式会社 385,000
特定契約 委託 株式会社ミスター・クリーン 351,670
特定契約 委託 中川潤法律事務所　中川潤 330,000
特定契約 賃借 キャノンマーケティングジャパン株式会社 306,900
特定契約 賃借 NTT・TCリース株式会社 246,840
特定契約 賃借 日通リース＆ファイナンス株式会社 109,560
特定契約 賃借 コニカミノルタジャパン株式会社 92,510
特定契約 委託 パーソルテンプスタッフ株式会社 88,000
特定契約 工事 東日本電信電話株式会社 74,833
特定契約 工事 東日本電信電話株式会社 51,480
特定契約 工事 東日本電信電話株式会社 44,880
特定契約 物品購入 合同会社　惠憲 29,400
特定契約 物品購入 株式会社朝日新聞立川総合販売 29,400
特定契約 物品購入 株式会社K’ｓ 28,800
特定契約 委託 三東運輸株式会社 6,600

件数 金額
0 0
0 0

0 0

働き方支援事業における事務用パソコンの借入れ（再レンタル）

令和４年度シルバー人材センター等労働者派遣事業に係る労務実務支援業務委託

弁護士との法律顧問契約
しごと検索システム「クラウドWAF」導入作業の委託

多摩地域若者・中小企業交流支援事業周知のためのダイレクトメール発送業務の委託

若者向け広報物（東京しごとセンター多摩の案内DM）の作成及び発送業務の委託について

雇用環境整備課（飯田橋駅前ビル）における電話設備等工事

企業による保育施設設置支援事業における事務用パソコンの借入れ（再レンタル）

令和５年度用交通災害共済パンフレット配布業務（立川市）

東京しごとセンター多摩情報コーナー用パソコン等の賃貸借（再リース）

令和４年度東京都緊急就職支援事業における就職後支援業務の委託（単価契約）

令和４年度　シルバー人材センター事業運営に関する会計相談業務委託

令和4年度　JR立川駅電飾看板の掲出委託

令和５年度用交通災害共済パンフレット配布業務（小金井市）

令和５年度用交通災害共済パンフレット配布業務（小平市）

令和４年度総合支援部総務課経理係における公益法人会計の照査等支援業務委託

財団テキスト改訂業務の委託

企業支援部「企業情報管理システム（仮）」の構築にかかる仕様書作成業務の委託

「令和４年度就業支援総合セミナー実施に係る業務委託」におけるライフプラン個別相談にかかる業務委託（単価契約）

電話・通信

令和４年度障害者職場体験実習保険料補助事業に係る損害保険契約（普通傷害保険・損害賠償責任保険・サイバーリスク保険（個人情報漏えい）

事務局用複写サービス（複数単価契約）（再リース）

令和５年度用交通災害共済パンフレット配布業務（国分寺市）

令和５年度用交通災害共済パンフレット配布業務（東村山市）

消防設備不具合箇所修繕
令和４年度会計・税務に関する相談等業務委託

令和４年度人材情報バンク保守業務委託契約

テレワーク促進・働く女性応援等事業における事務用パソコンの借入れ（再レンタル）

東京商工会議所ＤＭサービスの委託（働くパパママ育休取得応援事業　パパｔ協力！ママコース）

東京商工会議所ＤＭサービスの委託（働くパパママ育休取得応援事業　パパと協力！ママコース）

令和５年度用交通災害共済パンフレット配布業務（昭島市）

事務局用複写サービス（複数単価契約）（再リース）

令和４年度東京しごとセンター大規模改修工事に伴う什器運搬等（旧家畜保健衛生所)業務の委託

消防設備不具合修繕

就業支援及び雇用環境整備支援に関する調査（ウェルビーイング勉強会の実施）

シルバー人材センター派遣事業に伴う源泉徴収票発行及び郵送の業務委託（単価契約）

東京しごとセンター公式ホームページの改修業務の委託

総務課及び障害者就業支援課ホームページの保守

雇用環境整備課(飯田橋駅前ビル）における電話設備等工事

雇用環境整備課ホームページ編集システムの保守・管理業務委託

高齢者就業情報システムＯＳ簡易検証作業委託

令和５年度用交通災害共済パンフレット配布業務（武蔵村山市）

損害保険代理業用複合機の賃貸借契約（複数単価契約）　

企業主導型保育施設設置促進助成金（返還）に係る法律相談の委託契約（単価契約）

令和4年度　女性しごと応援テラス多摩ブランチ　清掃業務委託（複数単価契約）

「令和４年度下半期東京都しごとセンター多摩雇用就業支援事業の業務委託」に係る謝礼支払業務（多摩地域若者・中小企業交流支援事業）の委託（単価契約）

「令和4年度上半期東京都しごとセンター多摩雇用就業支援事業の業務委託」に係る謝礼支払い業務(多摩地域若者・中小企業交流支援事業）の委託(単価契約)

働くパパママ育休取得応援事業における事務用パソコンの借入れ

しごとセンター多摩総合相談事務用パソコン等の借入(再リース)

令和４年度シルバー人材センター職域拡大技能講習「刈払機作業従事者安全衛生教育講習（第１回）」の実施に係る業務委託（単価契約）

雇用環境整備課におけるフルカラー複合機の借り入れ（再リース）（複数単価契約）

令和４年度廃棄文書処理委託②（単価契約）

令和4年度　女性しごと応援テラス　多摩ブランチ　新聞購読

令和4年度下半期　しごとセンター多摩　新聞購読

令和4年度 しごとセンター多摩　新聞購読

立川駅南口東京都・立川市合同施設　情報コーナー用フレッツ光ネクスト開設及びレンタルルーター設置工事

立川駅南口東京都・立川市合同施設　貸出施設用フレッツ光ネクスト開設及びレンタルルーター設置工事

立川駅南口東京都・立川市合同施設　ひかり電話オフィスＡ工事

「令和4年度上半期東京都しごとセンター多摩雇用就業支援事業の業務委託」に係る謝礼支払業務（就活エクスプレス）の委託(単価契約)

令和4年度　しごとセンター多摩複写サービス契約（複数単価契約）（再リース）

総務課プリンタの賃借（再リース）
シルバー保険事業室事務用パソコンの借入れ

非公表案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
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（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
パーソルテンプス
タッフ株式会社

288,970,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
凸版印刷株式会

社
132,372,240

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
社会福祉法人東
京都手をつなぐ育

成会
111,049,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社エイ

ジェック
70,840,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 アデコ株式会社 63,646,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

No. 契約件名

11
令和４年度TOKYOシェアオフィス
墨田（仮称）管理運営等業務委託

特命理由
　本事業は、都が取り組むテレワークの推進を目的として、「次世代型ＴＯＫＹＯシェアオフィス墨田」（以下、「施設」
という。）を運営し、テレワークによる従業員の柔軟な働き方の実現に繋げていくものである。施設には、５Ｇをはじめ
とする先端技術に関する設備等も設置される。
　施設は、まず都が令和４年３月にプレオープンし、施設の予約受付も開始する。その後、令和４年４月１日に財団
に事業移管され、有料化したうえで正式に開業し、その日から料金徴収を含めた施設設備提供を開始する必要が
ある。３月から切れ目なく同質のサービスを提供し、４月１日から施設を円滑に運営するためには、施設に精通し、
知識と経験を合わせ持ったスタッフの配置が不可欠である。また、料金徴収にあたっては、前年度中に受けた予約
の情報を引継ぎながら前年度に構築した利用料金徴収システムとの紐づけを確実に行い、開業日から直ちに適切
に運用する必要がある。
　こうした背景に鑑みると、次に掲げる理由から、本契約は上記契約相手方への特命で委託することが妥当である。
　同社は、令和３年度に東京都から委託を受け、施設の改修工事や開設準備を行っているため、施設の構造を熟
知しており、施設運営に必要な知識や経験、ノウハウも十分に有している。さらに、同社は３月のプレオープン時の
施設運営を受託しているため、職員の教育訓練も数か月間をかけて十分に行っており、４月以降も切れ目なく同質
のサービスを提供することが可能となる。また、同社は、令和３年度に施設の予約や料金徴収の仕組みを構築して
おり、予約システムと料金徴収システムの双方を熟知しているため、４月１日からの有料化にあたっても、トラブルなく
直ちに運営を行うことができる。
　以上から、凸版印刷(株）を契約の相手方に指名する。

No. 契約件名

5
令和４年度下半期東京都しごとセ
ンター多摩雇用就業支援事業の業
務委託

特命理由
　令和４年第二回都議会定例会において、しごとセンター条例が改正され、しごとセンター多摩は、立川駅南口東
京都・立川市合同施設で、令和４年10月１日から業務開始（以下、「下半期」という。）となり、９月30日まで（以下、
「上半期」という。）は現在の国分寺施設内において、通常の窓口業務やカウンセリング、セミナー等を行うことが正
式に決定されたところである。
　令和４年度のしごとセンター多摩事業に係る業務委託のうち、国分寺施設内で実施する上半期事業については、
令和３年度中に事業内容を確定し、パーソルテンプスタッフ株式会社と委託契約を締結している。しかし、下半期事
業については、今般のしごとセンター条例の改正を機に調整を行う必要があった。このことから、改めて契約方法等
について協議、決定することとなった。
　下半期事業の内容は、上半期事業からの継続事業及び従来からの事業を基にした新規事業（既卒等若年者向
け就職面接会、アフターフォロー事業、地域連携型就職面接会）となっている。これら事業全体の統一を図りなが
ら、施設変更後においても求職者や取引先の企業に対し、継続的にサービスを提供しなければならない。
　また、上半期のうちに下半期に開催するイベントの開催予約受付を行い、切れ目なく企業情報の提供を行うととも
に、施設入居機関でもあるハローワークと連携し、市町村等の関係団体と調整を図りながら、事業展開をしていく必
要があるため、下半期事業の委託先変更は、継続的なサービス提供を著しく困難なものとする。
　以上のことから、本件についてはパーソルテンプスタッフ株式会社と特命で契約を締結する。

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕

No. 契約件名

12

「令和４年度　東京ジョブコーチ職
場定着支援事業」に係る報酬及び
遠隔地加算報酬支払いの業務委

託（複数単価契約）
特命理由

「令和４年度東京ジョブコーチ職場定着支援事業」仕様書「４（12）報酬の精算【留意事項】ウ精算業務」に基づき、
東京ジョブコーチへの報酬及び遠隔地加算報酬の支払いについては『令和４年度東京ジョブコーチ職場定着支援
事業』委託事業者評価委員会（第２回）において決定した受託者と財団が委託契約を締結することとなっている。
　上記理由から、社会福祉法人東京都手をつなぐ育成会を特命随意契約先として指定する。

No. 契約件名

16

「令和４年度業界連携再就職支援
事業に係る業務委託」における会
場等借上げ及び物品調達業務の

委託（概算契約）
特命理由

「令和4年度業界連携再就職支援事業に係る業務委託契約」において会場等借上げ及び物品調達の支払いに関
する契約は、別途行う旨が明記されているため、株式会社エイジェックと特命随意契約を締結する。

No. 契約件名

18
感染症・ウクライナ情勢に伴う離職
者等の人材マッチング支援事業の

業務委託

特命理由
・新型コロナウイルス感染症の感染拡大は収束に向かいつつあるが、コロナ禍により離職を余儀なくされた方の失業
期間が長期化しているなど、いまだ雇用面での影響は大きい。加えて、ウクライナ情勢による原油価格・物価高騰等
による都内企業への影響が懸念されており、就労支援の更なる強化が必要である。
・こうした状況下で、東京都は、合同就職面接会（以下「マッチングイベント」という。）を通じ、離職された方に対し
て、事業拡大や業態転換を図る企業やポストコロナに向けて人材確保意欲の高いＩＴ等の成長企業への就職を促
進していくことを目的に、「感染症・ウクライナ情勢に伴う離職者の人材マッチング支援事業」を実施することとした。
東京都議会令和４年第２回定例会において本事業の実施が決定、当財団が本事業を受託することとなった。
・令和４年９月の開催に向けては、参加企業を開拓し、参加者確保を目的とした周知専用ＨＰをマッチングイベント
の１カ月前から稼働させるなど限られた準備期間内における対応となる。履行要件として職業紹介権の行使も必須
となり、事業実施を迅速かつ確実に進める体制が求められる。
・さらに、事業趣旨である、参加求職者の状況や希望に応じた「就職相談」を速やかに行う体制を構築し、各種就労
支援事業や職業訓練・トライアル就労の紹介など、他事業とも連携しながら、支援メニューを提供する必要がある。
・こうした背景に鑑みると、入札実施に要する十分な期間の確保は不可能であるため、次に掲げる理由から、本契
約は上記契約相手方への特命で委託することが妥当である。
・契約相手方は、令和３年度に、本事業と同様のマッチングイベントであった財団の「デジタル人材確保・就職促進
事業」において、短期間で多くの応募者を集め、運営した実績がある。
・本年度も、財団の「雇用創出・安定化支援事業」や「デジタルビジネススキル習得支援事業」等を受託している。当
該事業の利用者や企業に対し、本事業の案内も行うことにより、短期間で参加者や求人の確実な確保を図ることが
出来る。
・加えて、本事業参加者のうち希望者には、熟知する両事業等を適切に紹介することも可能であり、財団と連携した
上で、多様な業界に向けた就労支援を総合的に実施することが出来る。
・以上より、(株）アデコ を契約の相手方に指名する。

No. 契約件名



（様式１－１）
委託 アデコ株式会社 54,246,500

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 アデコ株式会社 53,833,692

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 株式会社パソナ 50,915,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
パーソルテンプス
タッフ株式会社

49,480,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 株式会社パソナ 47,500,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

19
ローコードによるアプリ作成スキル

習得支援事業の業務委託

特命理由
・コロナ禍を契機に、多様な産業においてＤＸ推進が加速化される中、求職者に求められるデジタル・ビジネススキ
ルが変容してきている。また、プログラミングコードを使わなくても、ダッシュボードやアプリなどの作成が可能なソフト
ウェアが普及してきている。
・こうした状況下で、東京都は「ローコードによるアプリ作成スキル習得支援事業」を実施する予定であり、10月に行
われる東京都議会令和４年第３回定例会で本事業の実施が決定した場合、当財団が本事業を受託することが想定
されている。
・本事業は、東京都との事前調整において、早期の再就職を目指す本事業の目的に鑑み、12月までに第１回を実
施するよう要請があった。
　職業訓練としての専門的な施設等は要さないものの、求職者への知識・スキル習得を目的として、ローコードによ
るアプリ作成スキルに係る専門的な知見を基に、就職に有効なコースカリキュラムを速やかに企画する必要がある。
　また、コース実施に向けて、企画したオンラインツールやソフトウェアの実習を適切に行うための環境構築及び講
師等の確保が求められる。
　12月の開講を行うためには、遅くとも11月には事業の周知及び参加者等確保を行う必要がある。補正事業開始か
ら約１ヶ月という限られた期間内に、上記のようなコースカリキュラム構築を含め、準備を行えるよう、事業を迅速に進
める体制が求められる。
・こうした背景に鑑みると、入札実施に要する十分な期間の確保は不可能であるため、次に掲げる理由から、本契
約は上記契約相手方への特命で委託することが妥当である。
・契約相手方は、令和４年度より開始した、オンラインツールの習得・ネットワーク関連知識やノーコード開発等を習
得させ、再就職を支援することを目的とした、財団の「デジタル・ビジネススキル習得支援事業」を受託しており、か
つ、企画提案による事業受託決定から約１か月半で利用者募集を開始するなど、事業を円滑に実施しているところ
である。
・また、同社は本年度も財団の「雇用創出・安定化支援事業」や補正事業の「感染症・ウクライナ情勢の影響に伴う
離職者の人材マッチング支援事業」等を受託しており、当該事業の利用者に対し、本事業の案内も行うことにより、
短期間で参加者の確実な確保を図ることが出来る。
・加えて、本事業参加者のうち希望者には、熟知する財団事業等を適切に紹介することも可能であり、財団と連携し
た上で、多様な業界に向けた就労支援を総合的に実施することが出来る。

No. 契約件名

20
脱炭素社会の実現に向けた人材
確保・就職促進事業の業務委託

特命理由
・新型コロナウイルス感染症の影響による雇用情勢は持ち直しの動きは見られるものの、原油価格等の高騰とそれ
に伴う経済への影響も懸念されるなど、社会情勢の先行きは依然として不透明であり、就労支援への更なる強化が
必要である。一方、環境産業の市場規模は、脱炭素化の取組の加速により今後拡大する見込みであり、グリーン社
会の実現に向けた人材の需要は急速に拡大している。
・こうした状況下で、東京都は「脱炭素社会の実現に向けた人材確保・就職促進事業」を実施する予定であり、東京
都議会令和４年第３回定例会で本事業の実施が決定した場合、当財団が本事業を受託することが想定されてい
る。
・事業趣旨である、本事業参加求職者に対する「就職相談」を速やかに行うとともに、令和４年12月の「合同就職面
接会」を実施するため、早期に取り組まなければならない。
　「合同面接会」の開催にあたっては、参加者及び参加企業の確保と職業紹介権の行使が必須である。また、「就
職相談」に加え、各種就労支援事業や職業訓練・トライアル就労の紹介など、他事業とも連携しながら、支援メ
ニューを提供する必要がある。
　これらの準備を限られた期間内に行った上で、事業の周知及び参加者等確保、実施が必要なことから、事業を迅
速に進める体制が求められる。
・こうした背景に鑑みると、入札実施に要する十分な期間の確保は不可能であるため、次に掲げる理由から、本契
約は上記契約相手方への特命で委託することが妥当である。
・契約相手方は、令和３年度財団の「デジタル人材確保・就職促進事業」において、短期間（令和３年12月契約、令
和４年２月に面接会を開催）で多くの応募者を集め、事業を実施した実績がある。
・本年度も補正事業として財団の「感染症・ウクライナ情勢の影響に伴う離職者の人材マッチング支援事業」等を受
託し、短期間（令和４年７月契約、同年９月に面接会を開催）で事業に取り組んでいる。
・本事業の類似事業を円滑に実施しており、本事業の参加者及び参加企業に、熟知している財団事業等を適切に
紹介することも可能であり、財団と連携した上で、多様な業界に向けた就労支援を総合的に実施することが出来る。
・以上より、(株）アデコ を契約の相手方に指名する。

No. 契約件名

21

「令和４年度東京都しごとセンター
女性再就職支援事業に係る業務
委託」における会場等借上げ業務

の委託（概算契約）
特命理由

外部会場等借上げ料支払業務については、「令和4年度東京都しごとセンター女性再就職支援事業に係る業務委
託契約」において、支払いに関する契約は別途契約する旨が明記されているため、株式会社パソナと特命随意契
約を締結することとする。

No. 契約件名

22

令和４年度東京都しごとセンター若
年者就業支援事業における外部施
設借上げ及び支払いの業務委託

（概算契約）
特命理由

令和４年度東京都しごとセンター若年者就業支援事業業務委託（以下、「本体事業」という）において、若者企業
マッチング支援事業等に係る外部会場（必要な事務室も含む）は受託者が確保することとし、施設借上げ料の支払
いに関する契約は本体事業契約後、別途締結する旨定められている。（本体事業仕様書28(7)ア）
　ついては、事業の円滑な運営を図るため、外部施設の借上げ及び支払業務についても、既に本体事業を受託し
ているパーソルテンプスタッフ株式会社と特命随意契約を締結することとする。

No. 契約件名

23

「令和４年度東京都しごとセンター
中高年者雇用就業支援事業に係
る業務委託」における会場等借上

げ業務の委託（概算契約）
特命理由

外部会場等借上げ料支払業務については、「令和４年度東京都しごとセンター中高年者雇用就業支援事業に係る
業務委託契約」において、支払に関する契約は別途契約する旨が明記されているため、株式会社パソナと特命随
意契約を締結する。

No. 契約件名



（様式１－１）
委託 アデコ株式会社 46,255,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 アデコ株式会社 32,032,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
医療法人社団ここ
ろとからだの元氣

プラザ
20,337,405

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
サークレイス株式

会社
17,149,440

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

24
観光関連産業の需要回復に向け

た人材確保支援事業の実施

特命理由
・新型コロナの水際対策の緩和もあり、観光関連産業では事業活動の活発化が見込まれる一方、長引くコロナ禍に
より、観光関連産業では人材が他業種に流出し、人手不足が深刻化しており、本格的な事業再開に向けた人材の
確保が急務となっている。
　そこで、観光関連産業を対象として緊急のマッチングイベントを開催し、人手不足を解消させ生産性の向上を促
すことで、観光関連産業の事業再開を後押ししていくことが求められている。
・こうした状況下で、東京都は「観光関連産業の需要回復に向けた人材確保支援事業」を実施するため、東京都議
会令和４年第４回定例会における補正予算が組まれ、当財団が本事業を受託することが想定されている。
・事業趣旨である、本事業参加求職者に対する「就職相談」を速やかに行うとともに、企業開拓を早急に開始する必
要があるなど、令和５年３月の「合同就職面接会」を実施するため、遅滞なく取り組まなければならない。
　「合同就職面接会」の開催にあたっては、参加者及び参加企業の確保と職業紹介権の行使が必須である。また、
「就職相談」に加え、各種就労支援事業や職業訓練・トライアル就労の紹介など、他事業とも連携しながら、支援メ
ニューを提供する必要がある。
　これらの準備を限られた期間内に行った上で、事業の周知及び参加者等確保、実施が必要なことから、事業を迅
速に進める体制が求められる。
・こうした背景に鑑みると、入札実施に要する十分な期間の確保は不可能であるため、次に掲げる理由から、本契
約は上記契約相手方への特命で委託することが妥当である。
・契約相手方は、令和３年度の緊急対策事業である「デジタル人材確保・就職促進事業」（令和３年12月補正、12月
契約締結、翌２月合同就職面接会開催）において、財団から受託し、短期間で多くの参加者及び参加企業を集め
た実績がある。
・本年度も緊急対策事業として、「感染症・ウクライナ情勢に伴う離職者等の人材マッチング支援事業」（令和４年６
月補正、６月契約締結、９月合同就職面接会開催）や「脱炭素社会の実現に向けた人材確保・就職促進事業」（令
和４年10月補正、10月契約締結、12月合同就職面接会開催予定）を受託するなど、事業実施に係る準備期間が限
られる中で体制を構築し円滑に事業実施に取り組んでいる。
・さらに、同社は人材派遣業を行っており、令和４年10月令和4年10月31日時点の飲食・ホテル・アミューズメントな
どの接客業の人材派遣の紹介件数は141件と、同様の人材派遣業を行っているパソナの46件を大きく上回ってお
り、観光業界の企業とのパイプも深い。
・上記のとおり本事業の類似事業を円滑に実施しており、他事業も委託するなど財団事業を熟知していることから、
本事業の参加者及び参加企業に対して、財団事業等を適切に紹介するなど連携も可能であり、観光関連業界に向
けた就労支援を総合的に実施することが出来る。
・以上より、(株）アデコ を契約の相手方に指名する。

No. 契約件名

28
令和４年度ものづくり産業人材確保
支援事業に係る労働者派遣賃金
等支払い業務委託（単価契約）

特命理由
　「令和４年度ものづくり産業人材確保支援事業に係る業務委託」仕様書「７（２）ク」に基づき、労働者派遣賃金等
支払い業務については『令和４年度ものづくり産業人材確保支援事業』業者選定委員会において決定した受託者
と財団が委託契約を締結することとなっている。
　上記理由から、アデコ株式会社を特命随意契約先として指定する。

No. 契約件名

34
令和４年度健康診断の実施委託

(複数単価契約）

特命理由
　当財団では、労働安全衛生法による雇入れ時の健康診断（以後「雇入時健診」という。）及び定期健康診断（以後
「定期健診」という。）、「情報機器作業における労働衛生管理のためのガイドライン」による情報機器作業従事者健
康診断（旧；VDT作業健康診断）を実施している。
　雇入時健診及び定期健診は第一次健診と第二次健診で構成しており、第一次健診では労働安全衛生法準拠項
目のほか、当財団の自主計画によるがん検診項目（消化器系、婦人、肺等のオプション項目）の同時実施が可能で
ある。そして、第一次健診の結果に応じて、第二次健診（精密検査・再検査）や保健指導を同一会場で受診すること
ができる。
　当該事業者は、東京都や区市町村の健康診断を数多く手掛けてきた実績と信頼があり、当財団においても、前身
の（財）高齢者事業振興財団時より本業務を委託してきている。
　生活習慣病予防や悪性疾患の早期発見という健康診断の実施目的上、前年度の結果との比較などデータの継
続性が非常に重要であることは言うまでもないが、検体に対する簡易判定を即時に行い、異常が認められた際は精
密検査の即時手配や、職員が主治医にかかる際のデータ提供など、迅速かつ適切な対応により事業主・職員双方
の事後措置に大きく寄与している。
　そして、受診率の維持という点においては、受診会場が各職場から近く、かつ交通の利便性が高い環境であること
が重要である。
　当該事業者の会場は、一つのフロア内で雇入時健診及び定期健診の全項目を受診することができるため受診に
係る時間的な制約が少なく、東京しごとセンター及び雇用環境整備課と同じ千代田区内に位置しているため、しご
とセンター多摩所属の職員を含めた全職員が勤務時間内に移動及び受診を完了することが可能である。また、情
報機器作業従事者健康診断についても、利便性が高い会場で毎年実施できている。
　以上の理由により、引き続き当該事業者に特命することが妥当である。

No. 契約件名

39
しごとセンターシステムにおけるサ
ブスクリプションサービスの利用申

込

特命理由
　本契約は、しごとセンターにおける利用者情報管理に係るシステムのライセンス利用及び運用管理契約である。し
ごとセンターにおける利用者管理は、Salesforceのプラットホームをカスタマイズして利用し、平成28年から運用して
いる。
　システムでは、利用者の登録情報からサービス利用履歴を管理し、そのデータを抽出することにより、様々な分析
が可能となっている。また、ユーザー（財団職員及び受託事業者職員）がアクセスする以外に、カスタマイズへの対
応及び保守管理を行うとともに、強固なセキュリティ対策を維持していく必要がある。

　本システムを利用するためには、Salesforce指定のパートナー企業による導入・システム利用申込が必要となって
いる。財団では平成28年に指定パートナー企業である上記事業者によりシステムを構築後、システム利用に必要な
ライセンスの提供・システム運用管理を含めたサブスクリプションサービスを利用するため、上記事業者を通して申
込を継続している。
　次年度の運用においても、利用者情報管理システムを変更する予定はなく、当該システムを継続利用することか
ら、上記事業者を通じてライセンス利用及び運用保守管理等を実施する必要がある。

　以上の理由により、当該委託契約は上記事業者に特命する。

No. 契約件名



（様式１－１）
委託 株式会社パソナ 15,847,400

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
社会福祉法人東
京都手をつなぐ育

成会
14,169,132

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社パーソル

テンプ
13,926,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
NRI社会情報シス

テム株式会社
12,536,760

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
公益財団法人東
京都道路整備保

全公社
11,412,643

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社ジリオン

浜松
11,013,929

42

令和４年度ミドル版ワークスタート支
援プログラム事業における

外部施設借上げ費支払いの業務
委託（概算契約）

特命理由
ミドル版ワークスタート支援プログラム事業は、既に「令和４年度ミドル版ワークスタート支援プログラム事業に係る業
務委託」に基づき、当該事業者と契約締結を予定しており、外部施設借上げ費支払い業務及び付帯についても、
同契約「仕様書（別紙2）」5（19）会場等 により別途契約する旨、定められているところである。従って、事業の円滑な
運営を図るため、株式会社パソナと特命随意契約を締結することとする。

No. 契約件名

44

「令和４年度　東京ジョブコーチ職
場定着支援事業」に係る事務局用
施設借上げ費支払業務（概算契

約）
特命理由

　「令和４年度東京ジョブコーチ職場定着支援事業」仕様書「４（３）支援センター施設借上げ費等に係る経費　」に
基づき、事務局設置に伴う施設借上げ費の支払業務を『令和４年度東京ジョブコーチ職場定着支援事業』委託事
業者評価委員会（第２回）において決定した受託者と財団が委託契約を締結することとなっている。
　上記理由から、社会福祉法人東京都手をつなぐ育成会を特命随意契約先として指定する。

No. 契約件名

45
原油価格高騰等に係るオンライン

就職支援業務委託

特命理由
　原油価格の高騰等により、都内中小企業の経営に影響が生じ、雇用状況が悪化するリスクに対し、東京都は「原
油価格高騰等に係るオンライン就職支援」（以下、「本事業」という）を新たに実施する予定であり、東京都議会令和
４年第１回定例会で本事業実施を決定した場合を見込み、当財団での委託実施に係る準備調整があった。
　本事業は居住地域に関わらず就職等に関する相談ができるよう電話相談やSNS(LINE)相談、オンライン相談、セ
ミナーやキャリアカウンセリング機能を持った特別相談窓口を設置する必要があり、インフラや人材の整備を早期に
行う必要がある。
　東京都から示された事業計画では、オンラインセミナー・相談を令和４年５月上旬より開始となっており、当財団と
して、本事業の周知も含め、年度当初より実施体制を構築しなければならず、迅速な対応が求められている。
　こうした背景に鑑み、入札実施に要する十分な期間の確保は困難であり、次の理由から、本契約は上記契約相手
方への特命で委託することが妥当である。
・契約相手方は、当財団が次年度から実施する「令和４年度LINE及び電話を　用いた就職よろず相談事業」（以
下、「現行事業」という）の受託事業者に内定しており、年度当初から本事業実施に必要なLINE及び電話相談の実
施環境を備えている。
・現行事業の対象者は、就職活動に課題や悩みを持つ全ての求職者を対象としており、本事業の対象者である「原
油価格高騰等の影響による離職者」も広義において含まれるものである。
・現行事業と併せて、本事業を実施することにより、各相談サービスを４月からスムーズに提供可能であるとともに、
本事業の対象者に事業周知を図ることが出来る。
・本事業で実施するオンライン相談・セミナーについて、本事業の対象者に加え、現行事業の利用者にも広く提供
可能となる。
・このように、各就職支援サービスを総合的・一体的に実施・案内することにより、効果的な事業展開を図ることが出
来る。
以上より、パーソルテンプスタッフ株式会社を契約の相手方に指名する。

No. 契約件名

48
令和４年度新連合システムに関す

る契約（概算契約）

特命理由
本件で活用予定である「新連合システム」（以下「本システム」という。）は、ＮＲＩ社会情報システム株式会社（以下「Ｎ
ＲＩ」という。）が平成９年に構築、運用を開始したシステムである。平成１４年には「新連合システム」としてリニューア
ルを行い、現在東京都を含む４５都道府県のシルバー人材センター連合（以下「連合」という。）で利用されている。
本システムは、連合の事務処理をサポートする唯一のシステムである。
インターネット機能を利用することで、連合とシルバー人材センター（以下「センター」という。）間の様々な情報連携
が可能となり、例えば、従来紙ベースでやりとりしていた統計情報を、センターから本システムに直接入力することが
出来るようになるなど、各種報告作業に係る作業負担が大幅に軽減されることは、連合とセンターの双方にとってメ
リットが大きいと考える。
　さらに、当財団とＮＲＩが共同で開発した「エイジレス８０」を利用しているセンターは、本システムにボタン１つで
データ送信が完了するなど、より密接なデータ連携が可能となる。
　また、平成２７年度から派遣事業を開始し、ＮＲＩの派遣システム「Ｃｏｌｌａｂｏ８０＋」を活用している。このシステムの
特徴は、①会員情報、②受注・契約状況、③就業実績、④請求・入金把握、⑤給与処理、⑥統計を一括管理するこ
とができるため、派遣事務の効率化につながるとともに、センターとのデータ連携が可能となる。令和３年度からは、
派遣事業における就業実人員または契約実績の安価な方に対する従量課金方式としている。
　以上の理由から、ＮＲＩ社会情報システム株式会社に特命をし、「新連合システム」を活用する。

No. 契約件名

49
令和４年度　東京しごとセンター業

務用駐車場管理運営委託

特命理由
　公益財団法人東京都道路整備保全公社は、東京しごとセンター地下１階から地下３階にある来庁者向け及び都
民住宅用の計128車室を有する駐車場のうち、52車室について、駐車場管理運営業務を東京都の行政財産使用
許可を受けて実施予定である。そのため、残り76車室の東京しごとセンター業務用駐車場を同業他社へ管理委託
した場合、適正な管理運営や場内の自動車事故等の有事の際に迅速な対応が困難となり、責任の所在が不明確
になる恐れがある。
　このことから、管理運営委託にあたり、東京しごとセンター業務用駐車場(76車室)についても、一体的かつ適正な
管理運営及び履行を確保できる当該団体に委託することが適当である。

No. 契約件名

50
令和４年度情報システム運用等に
係る人材派遣契約（複数単価契

約）

特命理由



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
岡部公認会計士

事務所　公認会計
士　岡部　雅人

10,450,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 株式会社パソナ 9,859,700

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 株式会社パソナ 9,471,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
住友不動産株式

会社
9,370,680

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社ワンビシ

アーカイブス
8,492,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

-
NTTファイナンス

株式会社
8,252,382

　本業務の遂行は、財団全体のネットワークの安定稼動やシステム障害の未然防止、早期復旧など、財団の情報シ
ステムを運用面から支えるものであるため、ネットワーク機器やサーバーの管理、システム運用、トラブル時の対応な
どの業務に精通している者でなければ、確実かつ安全な業務の遂行を期待できない。また、過去に情報漏えいなど
の問題がなく適切に業務実施できる事業者を選定する必要がある。
　株式会社ジリオン浜松は、当該業務を平成２４年１０月～現在まで継続して受託しており、財団内のシステム環境
の保守や運用監視など、システムの安定稼働に寄与してきた実績がある。システムトラブルが発生した際なども、時
間外を含め早急に復旧対応するなど、着実に業務を遂行している。
　また、財団におけるネットワーク構築やその運用、グループウェアの運用等の実績もあり、財団内のネットワーク構
成等にも精通している。加えて、プライバシーマークを取得している企業でもあり、情報セキュリティ上信頼がおけ、
かつこれまでも問題がないことなどから、適切な業務の履行が見込まれる。
　当財団のネットワークや各種システムには、膨大な量の個人情報が蓄積されているため、外部からの侵入や盗難
などによる情報の漏洩・流出等は絶対に許されないが、財団全体の複雑なネットワークや各種システムを短期間で
理解・習熟し、滞りなく安全・確実に保守・運用していけるのは、現在の契約相手である株式会社ジリオン浜松しか
いないと考えられるので、同社に特命する。

No. 契約件名

51
令和４年度に係る公益財団法人東
京しごと財団における会計監査人

監査業務委託（単価契約）

特命理由
　一般社団法人及び一般財団法人に関する法律に基づき、当財団の令和元年度第一回評議員会にて、岡部雅人
氏が会計監査人として選任された。定款第３３条第６項に基づき、令和４年度の評議員会において別段の決議がさ
れなかったため、再任されたものとみなし、引き続き業務委託する。

55
「令和４年度女性しごと応援キャラ
バン事業に係る業務委託」におけ
る託児サービスの委託（概算契約）

No. 契約件名

特命理由
「令和４年度女性しごと応援キャラバン事業に係る業務委託」において、謝礼の支払に関する契約は別途契約する
旨が明記されているため、株式会社パソナと特命随意契約を締結することとする。

No. 契約件名

56

「令和４年度東京都しごとセンター
女性再就職支援事業に係る業務
委託」における謝礼支払い業務の

委託（単価契約）
特命理由

「令和4年度東京都しごとセンター女性再就職支援事業に係る業務委託」において、謝礼の支払に関する契約は別
途契約する旨が明記されているため、株式会社パソナと特命随意契約を締結することとする。

No. 契約件名

57
令和４年度雇用環境整備課の執務

室における清掃業務委託

特命理由
　令和3年11月11日付3東し雇第7090号「雇用環境整備課の所管事業拡大に伴う事務室移転の諸準備について」
に係る準備を現在進めており、令和4年3月22日からは新事務室となる住友不動産飯田橋駅前ビル10・11階にて事
業を開始する。ついては、新事務室における執務環境の安全性を確保するため清掃業務を委託する。
　3東し総第3076号「令和４年度雇用環境整備課執務室の賃貸借契約締結について（住友不動産飯田橋駅前ビル
10・11階）」により締結した賃貸借契約において、賃貸借契約第11条「乙は本貸室の清掃等の作業を原則として甲
の指定する業者に請け負わすものとする」及び第12条「乙は甲の定める本建物管理細則を誠実に遵守しなければ
ならない」と規定されており、第12条に基づく住友不動産飯田橋駅前ビル南館管理細則Ⅲ１に「貸室内の日常清掃
及び特別清掃については別途当社と清掃契約をご締結下さい。」と規定されているため、賃貸借契約の相手方で
ある住友不動産株式会社に特命で依頼する。

No. 契約件名

60
文書保管及び廃棄業務の委託（複

数単価契約）

特命理由
本件について、株式会社ワンビシアーカイブズ（以下、甲）に委託する理由は、以下のとおりである。
　当財団が実施する事業は、大半が東京都からの受託事業であり、取り扱う文書等には都の重要な情報も多く含ま
れており、公文書に準じた取扱いが求められる。そのため、文書保管サービスを導入するに当たっては、起案等の
文書を適切に保管するとともに必要に応じて速やかに利用できる環境を構築することだけでなく、セキュリティや倉
庫の立地条件等において、現在都が行っている文書保管と同等の水準を満たす必要がある。
　第一に、保管倉庫の管理体制が整備されていること。具体的には、保管倉庫が24時間体制で警備されており、防
災上及び防犯上の非常対策として公的機関との緊急連絡体制（ホットライン）があること、集配送は自社専用車両を
使用すること、また、災害等の非常事態が起きた際の保管及び配送体制が確実に整備されていることを要件とす
る。
　第二に、情報システムによる管理において、情報セキュリティ面の確実性が担保されていること。具体的には、プラ
イバシーマークやＩＳＭＳ（Information Security Management System）を取得していることを要件とする。
　第三に、安全な場所に保管倉庫が立地していること。特に、平成23年３月11日の東日本大震災の対応を教訓と
し、文書の管理体制が重要視されている中、庁舎が被害を受ける可能性がある震度６弱以上の震災等が発生して
も被害を受けない安全な場所に保管倉庫が立地していることは、非常に重要な要件となる。保管施設の所在する市
区町村が発行するハザードマップにおいて50cm以上の浸水が予想されず、土砂災害、水害、火山被害、内水氾
濫、津波、液状化等震災による被害の可能性が少なく、高潮及び河川等の氾濫による被害の可能性が極めて少な
い場所に立地している必要がある。
　以上の要件を満たす業者は甲以外にないことから、甲を特命とする。

No. 契約件名

61 電話・通信

特命理由



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社ニューハ

ウジング
7,962,600

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
綜合警備保障株

式会社
6,652,800

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

-
東日本電信電話

株式会社
6,242,072

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社日立ビル

システム
5,920,200

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
特定非営利活動

法人WEL'S
5,905,900

契約当初よりサービスの安定供給実績のある当該事業者に対して料金を確認したところ、これまでと同等の料金設
定であり、低廉な価格であったことから、これまでと同様の方針で契約を継続する。

No. 契約件名

62
令和４年度「ニチレイ水道橋ビル」

の清掃委託

特命理由
　東京しごとセンタービルの大規模改修に伴い、教室・講習室・事務室の一部について令和4年2月末に移転し、移
転先で3月より事業を開始する。そのため、令和3年6月17日付３東し総1005号に基づきニチレイ水道橋ビルの賃貸
借契約を締結した。
　当該物件の賃貸借契約に基づき、賃貸人により清掃を行う業者が指定されているため、指定工事業者である株式
会社ニューハウジングに依頼する。

No. 契約件名

65
立川駅南口 東京都・立川市合同

施設（仮称）機械警備システムの運
用・保守

特命理由
 本件は、東京都と立川市によって、令和４年度内の開設に向けて整備を進めている立川駅南口合同施設（仮称）
（以下、「本施設」という。）における夜間及び年末年始などの有人警備不在時等において火災や盗難等の異常を
検知し、警備会社へ発報する機械警備システムに係る運用・保守である。
　機械警備システムは、本施設の利用者が立入禁止エリアを含め、立哨や巡回による有人警備と同様にセキュリ
ティ上の死角をなくすことを目的として、東京都は本施設の建設工事段階において綜合警備保障会社に発注し、必
要な個所へ機械警備用のセンサーを含めた機械警備システムが設置されており、令和４年３月３１日までは東京都
により管理している。
　この機械警備システムの具体的な運用事例として、本施設内の有人警備時間帯以外等のセキュリティを確保する
ため、各フロア及び一部の部屋が電気的に解施錠される他、各フロアの最終退庁者が盤面の操作を行うことで、エ
レベーターが該当階に止まらなくなる設定となっているなど、適正な運用保守が求められる。
　また、本施設は、令和４年度内の開設となっているが、本施設内に入居する機関のサービス提供開始が一斉では
なく、期中の事業開始があるなど、年間を通じた本施設の利用状況が見込めず、機械警備システムの実態に即した
運用状況が明らかになる一定期間において、同様の運用・保守も求められる。
　本施設を令和４年４月１日から指定管理者として東京都から引継ぎ、当財団が包括的な建物管理を担うため、同
機械警備システムを３月から切れ目なく正常稼働を維持させ、継続的な運用・保守が必要となる。
　これまでの経緯を鑑み、東京都から委託を受け、本施設の機械警備システムを設置及び稼働設定し、継続的に
運用・保守を行っている綜合警備保障株式会社のみが本条件で唯一履行可能である。
　以上のことから、綜合警備保障株式会社を契約の相手先として指名する。

No. 契約件名

68 電話・通信

特命理由
契約当初よりサービスの安定供給実績のある当該事業者に対して料金を確認したところ、これまでと同等の料金設
定であり、低廉な価格であったことから、これまでと同様の方針で契約を継続する。

No. 契約件名

70
令和4年度東京しごとセンター昇降

機保守業務委託

特命理由
　東京しごとセンターは入居機関含め多様なサービスを提供しており、年間通じて多くの利用者が訪れる。このた
め、施設の適正な設備保守管理の徹底や事故発生時等の有事の際に迅速な対応が求められる。
　昇降機は、製造会社別にその保守管理を行う会社が系列化しており、各種の部品や設計図等の入手及び管理等
も系列会社が一括して行っている。同業他社に委託した場合、適正な保守管理や緊急時等の迅速な対応が困難と
なり、事故発生の際の責任の所在が不明確となる恐れがある。
　当施設の設置されてる昇降機の製造メーカーは株式会社日立製作所であり、大規模改修に伴う昇降機の工事が
令和４年度から実施されるが、新たな昇降機についても同メーカーのもを予定している。
　このことから、保守委託に当たり、株式会社日立製作所の系列保守会社である株式会社日立ビルシステムが唯一
適正な履行を確保できる会社であることから引き続き当該事業者に委託することが適当である。

No. 契約件名

71
「中小企業障害者雇用応援連携事

業」個別訪問業務の委託

特命理由



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
特定非営利活動
法人わかくさ福祉

会
5,808,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 株式会社パソナ 5,793,062

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
社会福祉法人ＪＨ

Ｃ板橋会
5,770,344

「中小企業障害者雇用応援連携事業」は、東京都内の中小企業の障害者雇用率の達成に向けて、東京都、国（東
京労働局、ハローワーク）、都内の障害者就労支援機関が連携し、障害者雇用率未達成企業に対し、個別訪問等
によるきめ細かな支援を行い、障害者雇用を促進するものである。
　個別支援業務の実施にあたっては、都や東京労働局及びハローワーク等の関係者による連絡会を設置し、国の
障害者雇用指導に関する情報をもとに、支援計画の検討や支援対象企業の選定等を行う。また、個別の企業の支
援においては、障害者雇用支援員が、計画に基づき企業を訪問する等、きめ細かいアドバイスを行うとともに都や
関係機関の障害者就業支援策、国の職業紹介につなげる。
　このため、本事業における個別企業支援を行う地域の障害者就労支援機関については、下記の要件を具備する
必要がある。
① 地域における障害者就業支援事業を実施しており、障害者就業支援に関する専門的な知識やノウハウを有して
いること。
② 企業に対する障害者雇用支援の実績があり、支援ノウハウを有すること。
③ 地域の障害者就労支援機関等とのネットワークを有し、地域における円滑な支援が可能であること。ただし、広
域の事業を実施することが可能な団体であること。
　障害者就業・生活支援センターは、障害者雇用促進法に基づき、都道府県が指定、国及び都道府県の委託によ
り、障害者就業支援と生活支援を一体的に実施するものである。都内には６センター設置されており、都内を同数
の区域に分け障害者の就業支援や職場定着支援、企業への障害者雇用支援等の事業を実施している。
　国の障害者雇用施策を担う障害者就業・生活支援センターの受託団体は、国の障害者雇用に対する知識や障
害者就業支援に関する専門的な知識・ノウハウを十分有しているといえる。
　地域の障害者就労支援機関は、主に区市町村域内を対象に福祉的就労などの支援を行うものが多く、障害者雇
用の観点から企業への障害者雇用支援を実施できる団体は、障害者就業・生活支援センターの受託団体しかいな
い。
　地域の障害者就労支援機関や国、東京都の機関などとの障害者就業支援ネットワークを活かし効果的に支援で
きるのは、広域的に事業を実施する障害者就業・生活支援センターの受託団体が最も適当である。
　上記の理由により、本契約の目的に沿って、円滑かつ効果的に履行できる団体であることから、同者に特命する。

No. 契約件名

72
「中小企業障害者雇用応援連携事

業」個別訪問業務の委託

特命理由
「中小企業障害者雇用応援連携事業」は、東京都内の中小企業の障害者雇用率の達成に向けて、東京都、国（東
京労働局、ハローワーク）、都内の障害者就労支援機関が連携し、障害者雇用率未達成企業に対し、個別訪問等
によるきめ細かな支援を行い、障害者雇用を促進するものである。
　個別支援業務の実施にあたっては、都や東京労働局及びハローワーク等の関係者による連絡会を設置し、国の
障害者雇用指導に関する情報をもとに、支援計画の検討や支援対象企業の選定等を行う。また、個別の企業の支
援においては、障害者雇用支援員が、計画に基づき企業を訪問する等、きめ細かいアドバイスを行うとともに都や
関係機関の障害者就業支援策、国の職業紹介につなげる。
　このため、本事業における個別企業支援を行う地域の障害者就労支援機関については、下記の要件を具備する
必要がある。
① 地域における障害者就業支援事業を実施しており、障害者就業支援に関する専門的な知識やノウハウを有して
いること。
② 企業に対する障害者雇用支援の実績があり、支援ノウハウを有すること。
③ 地域の障害者就労支援機関等とのネットワークを有し、地域における円滑な支援が可能であること。ただし、広
域の事業を実施することが可能な団体であること。
　障害者就業・生活支援センターは、障害者雇用促進法に基づき、都道府県が指定、国及び都道府県の委託によ
り、障害者就業支援と生活支援を一体的に実施するものである。都内には６センター設置されており、都内を同数
の区域に分け障害者の就業支援や職場定着支援、企業への障害者雇用支援等の事業を実施している。
　国の障害者雇用施策を担う障害者就業・生活支援センターの受託団体は、国の障害者雇用に対する知識や障
害者就業支援に関する専門的な知識・ノウハウを十分有しているといえる。
　地域の障害者就労支援機関は、主に区市町村域内を対象に福祉的就労などの支援を行うものが多く、障害者雇
用の観点から企業への障害者雇用支援を実施できる団体は、障害者就業・生活支援センターの受託団体しかいな
い。
　地域の障害者就労支援機関や国、東京都の機関などとの障害者就業支援ネットワークを活かし効果的に支援で
きるのは、広域的に事業を実施する障害者就業・生活支援センターの受託団体が最も適当である。
　上記の理由により、本契約の目的に沿って、円滑かつ効果的に履行できる団体であることから、同者に特命する。

No. 契約件名

73
東京しごとセンター大規模改修に
伴うカウンセリングブース等のネット

ワーク環境の移設委託

特命理由
　財団は東京しごとセンターの指定管理者として、全年齢層を対象とした就業支援サービスである東京都しごとセン
ター事業を実施している。ミドルコーナーでは、中高年者就業支援事業業務委託として、利用者へのカウンセリング
や各種セミナー・マッチング事業等を株式会社パソナへ委託し、連携して事業を行っている。
　令和４年度から実施している大規模改修工事に伴う仮移転先（11階）から２階ミドルコーナーへの移転は、土曜日
の開館時間終了後17時以降から日曜日にかけて引っ越し業者による作業を行い、翌営業日である月曜日には通
常どおり運営を開始する必要がある。このため、カウンセリングブース等のネットワーク環境については、移転実施前
の限られた期間で移設を完了しておかなければならない。
　このような状況下で、事業の拡充等で複雑化したネットワークを、円滑かつ適切に移設するためには、そのネット
ワーク環境を熟知し、移転後すぐに適切な事業執行を行うことができるよう、事業内容も熟知した事業者に依頼する
必要がある。ミドルコーナー等事業を受託している株式会社パソナであれば、適切なネットワーク環境等の整備を行
い、移転後も利用者へ影響のないよう事業の運営を行うことができるとともに、万一不測の事態が発生した場合にも
迅速に対応することが可能である。

No. 契約件名

74
「中小企業障害者雇用応援連携事

業」個別訪問業務の委託

特命理由



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
特定非営利活動

法人　青少年自立
援助センター

5,650,997

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社　長谷工

コミュニティ
5,566,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
特定非営利活動

法人まひろ
5,550,000

「中小企業障害者雇用応援連携事業」は、東京都内の中小企業の障害者雇用率の達成に向けて、東京都、国（東
京労働局、ハローワーク）、都内の障害者就労支援機関が連携し、障害者雇用率未達成企業に対し、個別訪問等
によるきめ細かな支援を行い、障害者雇用を促進するものである。
　個別支援業務の実施にあたっては、都や東京労働局及びハローワーク等の関係者による連絡会を設置し、国の
障害者雇用指導に関する情報をもとに、支援計画の検討や支援対象企業の選定等を行う。また、個別の企業の支
援においては、障害者雇用支援員が、計画に基づき企業を訪問する等、きめ細かいアドバイスを行うとともに都や
関係機関の障害者就業支援策、国の職業紹介につなげる。
　このため、本事業における個別企業支援を行う地域の障害者就労支援機関については、下記の要件を具備する
必要がある。
① 地域における障害者就業支援事業を実施しており、障害者就業支援に関する専門的な知識やノウハウを有して
いること。
② 企業に対する障害者雇用支援の実績があり、支援ノウハウを有すること。
③ 地域の障害者就労支援機関等とのネットワークを有し、地域における円滑な支援が可能であること。ただし、広
域の事業を実施することが可能な団体であること。
　障害者就業・生活支援センターは、障害者雇用促進法に基づき、都道府県が指定、国及び都道府県の委託によ
り、障害者就業支援と生活支援を一体的に実施するものである。都内には６センター設置されており、都内を同数
の区域に分け障害者の就業支援や職場定着支援、企業への障害者雇用支援等の事業を実施している。
　国の障害者雇用施策を担う障害者就業・生活支援センターの受託団体は、国の障害者雇用に対する知識や障
害者就業支援に関する専門的な知識・ノウハウを十分有しているといえる。
　地域の障害者就労支援機関は、主に区市町村域内を対象に福祉的就労などの支援を行うものが多く、障害者雇
用の観点から企業への障害者雇用支援を実施できる団体は、障害者就業・生活支援センターの受託団体しかいな
い。
　地域の障害者就労支援機関や国、東京都の機関などとの障害者就業支援ネットワークを活かし効果的に支援で
きるのは、広域的に事業を実施する障害者就業・生活支援センターの受託団体が最も適当である。
　上記の理由により、本契約の目的に沿って、円滑かつ効果的に履行できる団体であることから、同者に特命する。

No. 契約件名

75
「中小企業障害者雇用応援連携事

業」個別訪問業務の委託

特命理由
「中小企業障害者雇用応援連携事業」は、東京都内の中小企業の障害者雇用率の達成に向けて、東京都、国（東
京労働局、ハローワーク）、都内の障害者就労支援機関が連携し、障害者雇用率未達成企業に対し、個別訪問等
によるきめ細かな支援を行い、障害者雇用を促進するものである。
　個別支援業務の実施にあたっては、都や東京労働局及びハローワーク等の関係者による連絡会を設置し、国の
障害者雇用指導に関する情報をもとに、支援計画の検討や支援対象企業の選定等を行う。また、個別の企業の支
援においては、障害者雇用支援員が、計画に基づき企業を訪問する等、きめ細かいアドバイスを行うとともに都や
関係機関の障害者就業支援策、国の職業紹介につなげる。
　このため、本事業における個別企業支援を行う地域の障害者就労支援機関については、下記の要件を具備する
必要がある。
① 地域における障害者就業支援事業を実施しており、障害者就業支援に関する専門的な知識やノウハウを有して
いること。
② 企業に対する障害者雇用支援の実績があり、支援ノウハウを有すること。
③ 地域の障害者就労支援機関等とのネットワークを有し、地域における円滑な支援が可能であること。ただし、広
域の事業を実施することが可能な団体であること。
　障害者就業・生活支援センターは、障害者雇用促進法に基づき、都道府県が指定、国及び都道府県の委託によ
り、障害者就業支援と生活支援を一体的に実施するものである。都内には６センター設置されており、都内を同数
の区域に分け障害者の就業支援や職場定着支援、企業への障害者雇用支援等の事業を実施している。
　国の障害者雇用施策を担う障害者就業・生活支援センターの受託団体は、国の障害者雇用に対する知識や障
害者就業支援に関する専門的な知識・ノウハウを十分有しているといえる。
　地域の障害者就労支援機関は、主に区市町村域内を対象に福祉的就労などの支援を行うものが多く、障害者雇
用の観点から企業への障害者雇用支援を実施できる団体は、障害者就業・生活支援センターの受託団体しかいな
い。
　地域の障害者就労支援機関や国、東京都の機関などとの障害者就業支援ネットワークを活かし効果的に支援で
きるのは、広域的に事業を実施する障害者就業・生活支援センターの受託団体が最も適当である。
　上記の理由により、本契約の目的に沿って、円滑かつ効果的に履行できる団体であることから、同者に特命する。

No. 契約件名

78

令和４年度　55歳以上の方のため
の就職支援講習

「マンション管理員」実施に係る講
習会場の借り上げ（複数単価契約）

特命理由
講習科目である「建物・設備の仕組みと維持管理」、「マンションの諸設備の故障と一次対応」および「マンションの
清掃法」を実施するにあたり、東京しごとセンター内では関連設備を備えた施設がなく、実施できない。
「株式会社長谷工コミュニティ　技術研修センター」は、
　①　清掃・機器管理　等の関連設備を必要とする講習を実施できる施設で
　　　あること
　②　30名を超える受講生が一度に実習することが可能であること
　③　本講習の協働関係団体である「一般社団法人マンション管理業協会」
　　　から推薦された施設であること。
　（３東しセ第1260号『令和４年度55歳以上の方のための就職支援講習「ﾏﾝｼｮﾝ管理員」ｺｰｽにおける外部施設推
薦依頼について』により令和３年12月22日付推薦状受領）
　④　担当講師陣が研修センター専属であり、施設内容・機器等を熟知して
　　　いること
　⑤　研修センター組織全体が本講習の協力に積極的であること
　以上５点の理由により、本講習を効果的かつ効率的に行うに最も適した施設と考える。

No. 契約件名

79
「中小企業障害者雇用応援連携事

業」個別訪問業務の委託

特命理由



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
社会福祉法人多
摩棕櫚亭協会

5,550,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

工事
株式会社ニューハ

ウジング
5,484,600

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社イーダブ
リュエムジャパン

5,353,876

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
ＮＥＣネクサソ

リューションズ株式
会社

4,919,200

「中小企業障害者雇用応援連携事業」は、東京都内の中小企業の障害者雇用率の達成に向けて、東京都、国（東
京労働局、ハローワーク）、都内の障害者就労支援機関が連携し、障害者雇用率未達成企業に対し、個別訪問等
によるきめ細かな支援を行い、障害者雇用を促進するものである。
　個別支援業務の実施にあたっては、都や東京労働局及びハローワーク等の関係者による連絡会を設置し、国の
障害者雇用指導に関する情報をもとに、支援計画の検討や支援対象企業の選定等を行う。また、個別の企業の支
援においては、障害者雇用支援員が、計画に基づき企業を訪問する等、きめ細かいアドバイスを行うとともに都や
関係機関の障害者就業支援策、国の職業紹介につなげる。
　このため、本事業における個別企業支援を行う地域の障害者就労支援機関については、下記の要件を具備する
必要がある。
① 地域における障害者就業支援事業を実施しており、障害者就業支援に関する専門的な知識やノウハウを有して
いること。
② 企業に対する障害者雇用支援の実績があり、支援ノウハウを有すること。
③ 地域の障害者就労支援機関等とのネットワークを有し、地域における円滑な支援が可能であること。ただし、広
域の事業を実施することが可能な団体であること。
　障害者就業・生活支援センターは、障害者雇用促進法に基づき、都道府県が指定、国及び都道府県の委託によ
り、障害者就業支援と生活支援を一体的に実施するものである。都内には６センター設置されており、都内を同数
の区域に分け障害者の就業支援や職場定着支援、企業への障害者雇用支援等の事業を実施している。
　国の障害者雇用施策を担う障害者就業・生活支援センターの受託団体は、国の障害者雇用に対する知識や障
害者就業支援に関する専門的な知識・ノウハウを十分有しているといえる。
　地域の障害者就労支援機関は、主に区市町村域内を対象に福祉的就労などの支援を行うものが多く、障害者雇
用の観点から企業への障害者雇用支援を実施できる団体は、障害者就業・生活支援センターの受託団体しかいな
い。
　地域の障害者就労支援機関や国、東京都の機関などとの障害者就業支援ネットワークを活かし効果的に支援で
きるのは、広域的に事業を実施する障害者就業・生活支援センターの受託団体が最も適当である。
　上記の理由により、本契約の目的に沿って、円滑かつ効果的に履行できる団体であることから、同者に特命する。

No. 契約件名

80
「中小企業障害者雇用応援連携事

業」個別訪問業務の委託

特命理由

「中小企業障害者雇用応援連携事業」は、東京都内の中小企業の障害者雇用率の達成に向けて、東京都、国（東
京労働局、ハローワーク）、都内の障害者就労支援機関が連携し、障害者雇用率未達成企業に対し、個別訪問等
によるきめ細かな支援を行い、障害者雇用を促進するものである。
　個別支援業務の実施にあたっては、都や東京労働局及びハローワーク等の関係者による連絡会を設置し、国の
障害者雇用指導に関する情報をもとに、支援計画の検討や支援対象企業の選定等を行う。また、個別の企業の支
援においては、障害者雇用支援員が、計画に基づき企業を訪問する等、きめ細かいアドバイスを行うとともに都や
関係機関の障害者就業支援策、国の職業紹介につなげる。
　このため、本事業における個別企業支援を行う地域の障害者就労支援機関については、下記の要件を具備する
必要がある。
① 地域における障害者就業支援事業を実施しており、障害者就業支援に関する専門的な知識やノウハウを有して
いること。
② 企業に対する障害者雇用支援の実績があり、支援ノウハウを有すること。
③ 地域の障害者就労支援機関等とのネットワークを有し、地域における円滑な支援が可能であること。ただし、広
域の事業を実施することが可能な団体であること。
　障害者就業・生活支援センターは、障害者雇用促進法に基づき、都道府県が指定、国及び都道府県の委託によ
り、障害者就業支援と生活支援を一体的に実施するものである。都内には６センター設置されており、都内を同数
の区域に分け障害者の就業支援や職場定着支援、企業への障害者雇用支援等の事業を実施している。
　国の障害者雇用施策を担う障害者就業・生活支援センターの受託団体は、国の障害者雇用に対する知識や障
害者就業支援に関する専門的な知識・ノウハウを十分有しているといえる。
　地域の障害者就労支援機関は、主に区市町村域内を対象に福祉的就労などの支援を行うものが多く、障害者雇
用の観点から企業への障害者雇用支援を実施できる団体は、障害者就業・生活支援センターの受託団体しかいな
い。
　地域の障害者就労支援機関や国、東京都の機関などとの障害者就業支援ネットワークを活かし効果的に支援で
きるのは、広域的に事業を実施する障害者就業・生活支援センターの受託団体が最も適当である。
　上記の理由により、本契約の目的に沿って、円滑かつ効果的に履行できる団体であることから、同者に特命する。

しごとセンターホームページの保守
委託（令和４年度）

特命理由
　しごとセンターホームページは、株式会社ＥＷＭジャパンに作成を委託し、平成30年３月19日より運用している。
　ホームページを快適かつ安全に運用していくにあたり、都度発生するコンテンツ作成（職員が改修できないプログ
ラム箇所）や保守管理及び強固なセキュリティ対策を維持していく必要がある。
　また、令和２年度からしごとセンター多摩のホームページも株式会社ＥＷＭジャパンに作成を委託し、しごとセン
ター事業におけるホームページを総合的に保守管理を委託しているところである。
　次年度の保守委託において同一事業者以外に運用保守管理等を委託すると既存のホームページ構築画面やセ
キュリティ対策に著しく支障が生じるほか、障害発生時の責任区分が不明確になり、原因究明や障害対応が困難に
なる。
　以上の理由により、当該委託契約は上記事業者に特命する。

No.

No. 契約件名

81
令和４年度　東京しごとセンタービ
ル大規模改修に伴う外部移転先
「ニチレイ水道橋ビル４階」の工事

特命理由
　東京しごとセンタービルの大規模改修に伴い、しごとセンタービル内が工事中であるため、スペースがなく仮移転
することができない専門サポートコーナー等について、令和５年３月にニチレイ水道橋ビル４階へ外部移転する。そ
のため、令和４年９月５日付４東し総総1688号に基づきニチレイ水道橋ビルの賃貸借契約を締結した。
　当該物件の賃貸借契約に基づき、賃貸人により指定された業者である株式会社ニューハウジングに入居工事を
依頼する。

No. 契約件名

83

契約件名

86
ハローワークシステム改修に伴う高
齢者就業情報システム処理等に係
る改修委託

特命理由



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社イーダブ
リュエムジャパン

4,347,200

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
公益社団法人町
田市シルバー人

材センター
3,916,330

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社イーダブ
リュエムジャパン

3,893,230

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 アマノ株式会社 3,765,960

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 光管財株式会社 3,504,600

　高齢者就業情報システム（以下、「高齢システム」という）は東京都の財産であり、東京都から貸与されたシステム
に財団と都内１０箇所のアクティブシニア就業支援センター（以下、「ＡＣ」という）が、それぞれ機器を設置する形で
構成され、財団は、システムおよびサーバー部分、そして財団で使用する機器の管理運営を担っている。
　運用内容は、ＡＣが年間約8,000件の求職者個人情報と約2,000件の企業情報を、安全かつ効率的に管理運用で
きる内容となっており、ハローワークから提供される求人情報を毎営業日ＡＣへ配信し共有している。
　高齢システムの保守は、開発を行ったＮＥＣネクサソリューションズ株式会社に委託している。同社は高齢システム
の開発から携わり、現在は保守責任者として、都度発生するトラブルに初動時から相談と対応を行っている。開発か
ら携わり高齢システムの仕様をすべて理解していることで、安定した保守運営による個人情報の安全な取扱いが図
られている。
　本システムのハローワークから提供される求人データをＡＣ用に加工して提供、また変更情報については夜間パッ
チをかけ更新しているが、当該データの仕様変更に伴い、既存の求人・求職者データの加工、夜間パッチの仕様
及び出力帳票の仕様・様式等、システム全般において改修を行い対応する必要がある。
　そのため、令和５年３月20日からハローワークシステムから提供されるデータの仕様変更に対し本システムを改修
する場合には、システム設計及び設定の変更が不可欠である。
　改修後も安全で適正に継続運用が行われるためには、開発から現在の保守まで一貫して行い、技術・能力を有
するNECネクサソリューションズ株式会社が行うことが不可欠である。
　更に、厚生労働省から急遽発表されたＨＷシステム改修の工期に間に合うためには、現状のシステム設計や改修
履歴を把握しており、改修から改修後の安全運用確認までを一括で行うことができる、NECネクサソリューションズ株
式会社に特命する。

No. 契約件名

89
東京しごとセンターホームページ
「シニアコーナー特設サイト設置」
の改修業務の委託

特命理由
しごとセンターホームページは、株式会社イーダブリュエムジャパンと保守委託を行
っている。東京しごとセンターホームページに新たに「シニアコーナー特設サイト」を設置するにあたっては、既存の
ホームページ構築画面やセキュリティ対策に著しく支障が生じるほか、障害発生時の責任区分が不明確になり、原
因究明や障害対応が困難になる。
以上の理由により、当該委託契約は上記事業者に特命する。

No. 契約件名

95
令和５年度用交通災害共済パンフ
レット配布業務（町田市）

特命理由
28東しシ第716号「広域就業開拓　財団一括契約の実施について」によりシルバー人材センターの広域就業拡大を
目指し財団一括契約の実施を決定した。よって、該当地区の26地区のシルバー人材センターへ委託する。

No. 契約件名

96
障害者就業支援課ホームページ電
子受付システム保守委託契約

特命理由
障害者就業支援課ホームページ電子受付システムは、株式会社EWMジャパンに作成を委託し、平成3１年3月下
旬より運用を開始している。次年度もホームページを快適かつ安全に運用していくにあたり、都度発生するコンテン
ツ作成 (職員が改修できないプログラム箇所) や保守管理及び強固なセキュリティ対策を維持していく必要がある。
次年度の保守委託において同一事業者以外に運用保守管理等を委託すると、既存のホームページ構築画面やセ
キュリティ対策に著しく支障が生じるほか、障害発生時の責任区分が不明確になり、原因究明や障害対応が困難に
なる。
以上の理由により、当該委託契約は上記事業者に特命する。

No. 契約件名

98
令和４年度　勤怠管理システムの
利用及び保守委託（概算契約）

特命理由
　当財団には、固有職員、東京都からの派遣職員、常勤嘱託職員、月20日・16日勤務の非常勤嘱託職員、臨時職
員という多様な雇用形態があり、制度も多様であることから労務管理が煩雑となっている。
　そのため、令和３年４月より、紙の帳票で行っていた超過勤務や休暇の集計、勤怠管理に係る各種申請を電子化
するため、アマノ株式会社の勤怠管理システムである「TimePro VG-cloud」を導入している。
　勤怠管理システムを安定的に運用するとともに、制度改正等に対応して適宜修正していくためには、年間を通じて
保守管理を委託する必要がある。
　また、「TimePro VG-cloud」は、アマノ株式会社が開発・販売しているパッケージソフトであり、保守管理についても
アマノ株式会社のみが行っているため、他の会社に委託することができない。
　そのため、勤怠管理システムの保守管理委託については、アマノ株式会社に特命することとする。

No. 契約件名

102
中水処理室の雑排水槽撤去に関
わる作業委託

特命理由



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
サークレイス株式

会社
3,190,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
公益社団法人八
王子市シルバー

人材センター
3,142,744

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

工事
株式会社ミスター・

クリーン
2,965,435

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
檜垣総合法律事

務所
2,813,580

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
株式会社パソナ

フォスター
2,640,000114

令和４年度企業による保育施設設
置支援事業における外部施設借り
上げ費等支払い業務委託（概算契
約）

特命理由

No. 契約件名

　地下3階の中水処理室の雑排水槽の撤去は、しごとセンター大規模改修において2月中に予定されている作業で
ある。雑排水槽を撤去するためには、作業開始前までに、雑排水槽に溜まっている汚泥を撤去し、産業廃棄物処理
場に運搬する必要がある。作業が期日までに行われなければ、大規模改修全体の遅れを招くことになる。大規模改
修の期間が延長されることは、来年度以降の施設運営に影響をあたえることになる。そのため、迅速な対応ができる
業者に委託する必要がある。
　一方で、本件の施工場所である雑排水槽には、二つの悪条件が存在する。まず、雑排水槽自体が非常に狭く、か
つ雑排水槽自体が数か所に分かれているため、作業自体に困難を要する、ということが挙げられる。次に、雑排水
槽自体が、経年劣化のため、立ち入りが危険である、ということが挙げられる。この二つの悪条件の中でも、安全性
を担保しながら作業を実施するノウハウを持つ業者に委託する必要がある。
　このように、今回の作業には、迅速にかつ安全性を担保しながら対応が可能である業者に委託する必要があり、
財団設備に精通し、かつ専門的な知識をもちながら現場作業員に安全かつ的確な指示を出すことのできる業者に
依頼することが妥当である。
　平成28年度より東京しごとセンター建物等警備・総合案内及び設備保守業務受託事業者として本建物の設備の
管理・点検をしている事業者である光管財株式会社は、本建物の設備に精通し、かつ昭和47年の創業以来ビル管
理に関して高い専門性を積み上げてきている。
　これらのことから、雑排水槽の撤去にともなう作業を一貫して依頼することのできる唯一の事業者である光管財株
式会社を施工事業者とし、同社に特命して契約する。

No. 契約件名

105
しごとセンターシステム28の改修委
託

特命理由
　しごとセンター利用者情報を管理している「しごとセンターシステム28（以下「システム28」という。）」は、株式会社
サークレイスに保守等を委託し、平成28年１月１日から稼働しているシステムである。
　10月から事業開始となる「就職チャレンジ多摩事業」の利用者情報をシステム28で管理するためには、必要な項
目の追加のほか、アクセス制御ロジックの修正、実績計上先判定ロジックの修正等を行う必要がある。
　システム28の改修の委託にあたっては、特に次の事項に留意する必要がある。
　　①システム開発者のみが作業可能な改造、改良、検証等が多いこと。
　　②システム開発者以外にプログラムの増設・追加等をさせると、既存のシステム運用に著しく支障が生じる可能
性が高いこと。
　　③システム開発者以外にプログラムの増設・追加等をさせると、障害発生時の責任区分が不明確になり、原因究
明や障害対応が困難になること。
以上のことから、当該委託契約は上記契約相手方を特命で委託する。

No. 契約件名

107
令和５年度用交通災害共済パンフ
レット配布業務（八王子市）

特命理由
28東しシ第716号「広域就業開拓　財団一括契約の実施について」によりシルバー人材センターの広域就業拡大を
目指し財団一括契約の実施を決定した。よって、該当地区の26地区のシルバー人材センターへ委託する。

No. 契約件名

112
令和４年度シルバー人材センター
事業運営に関する法律相談業委
託

特命理由
　様々な法改正が続く中、公益社団法人であるシルバー人材センター（以下、「センター」という）に対する発注者や
会員からの期待や要求レベルは高まっており、発生する諸問題も年々複雑かつ多様化する傾向にある。
　さらにシルバー派遣事業も、契約件数の増加、法律改正に伴う対応とともに、より複雑かつ専門的でな諸問題が
発生している。
　これらの複雑な諸問題に対し、関係法令を遵守した上で、センターの適正な事業運営を支援していくためには、
高度専門家による助言・指導等の専門相談体制の強化が必須となっている。
　檜垣弁護士は、財団（連合）が実施してきた各研修や法律相談の担当弁護士として、15年間継続してセンターを
支援しており、債権回収訴訟、会員の不正行為や就業中の事故対応、職員問題等のセンター特有の諸問題や過
去の経緯について深く把握している。
　そしてこれらの諸問題に対して、法律的な見地にとどまらず、センターの基本理念や事業実態、事業団としての成
り立ちから高齢法による法制化・高齢法の改正・公益法人移行などの経過をと現状を踏まえた適切な助言指導や経
営支援を行うことでセンターの円滑な事業運営に貢献してきた。
　加えて、平成21年度からシルバー総合保険に関する法律相談も対象としており、センターの損害保険に関する諸
問題についても深く精通しているため、迅速な対応が可能である。
　これらのことから、当該法律相談業務を迅速且つ適切に行える当該弁護士に委託することが適当である。

108
オリンピック第３ビル２階205号室原
状回復工事

特命理由
オリンピック第３ビル２階205号室は、女性しごと応援テラス多摩ブランチ事業を実施するため、令和２年７月１日から
株式会社ミスター・クリーンを貸主とし、賃貸借契約を行っているところである。　この度、令和４年10月１日に女性し
ごと応援テラス多摩ブランチが立川駅南口東京都・立川市合同施設に移転することに伴い、オリンピック第３ビルの
賃貸借契約は、原状回復を行った上で令和４年10月31日をもって解約することとなる。原状回復工事に関しては、
賃貸借契約書第14条において、「原状の変更工事を実施するときは、貸主である株式会社ミスター・クリーン又は株
式会社ミスター・クリーンの指定する者に依頼するもの」と取り決めをしている。　以上により本件については、株式会
社ミスター・クリーンを相手として特命する。

No. 契約件名



（様式１－１）

※　記載事項を満たせば任意様式の使用可

企業による保育施設設置支援事業は、既に「「令和４年度企業による保育施設設置支援事業」の業務委託（3東し
雇第8192号）」及び「企各提案方式による契約の締結について（令和４年度「企業による保育施設設置支援事業」
の業務委託）」（3東し総第3630号）に基づき、当該事業者と契約締結しており、外部施設等借上げ費支払業務及び
付帯事務についても、同契約「仕様書」11受託者が確保する施設・会場等により別途契約する旨、定められていると
ころである。
従って、事業の円滑な運営を図るため、株式会社パソナフォスターと特命随意契約を締結することとする。


